令和元年度販路開拓売上拡大推進事業実施要領
（福井のネクストブレイク商品展）
１.目　的

　　　創意と工夫にあふれた市販化され概ね３年未満の商品を募集し、優れたものについて推奨品として認定を行い県内外に広く紹介・ＰＲすることで、販路拡大を図り、県内事業者の新商品の開発意欲を促進する。
また、実施後は販路開拓に向けた大都市圏の百貨店や高質スーパーのバイヤーなどに商品提案を行う機会を設けることや、展示即売会を行い県内事業者の売上拡大を図る。
２.事業名

　　　販路開拓売上拡大推進事業（福井のネクストブレイク商品展）
３.主催
　　　福井県商工会連合会
　　
４.応募商品の範囲
応募できる商品は、次の各要件をすべて満たすものに限る。

（１）福井県産の原材料を使用した商品または福井県内で製造された商品の中で、市販化され概ね３年未満（申込日現在）かつ、現在も販売されている新商品または改良商品であること。惣菜等直売品（商品パッケージがない）は除く。また、発売前の試作品は、応募できません。
（２）応募できる範囲は以下のものとする。
　　　　『農産加工品・酒・飲料部門』
農林畜産物を原材料とした加工食品、酒類・飲料（即席飲料含む）
『水産加工品部門』
水産物を原材料とした加工食品
『菓子・スイーツ部門』
菓子類全般（冷菓・氷菓含む）
『工芸・日用品・その他部門』
反復生産可能な工芸品・民芸品・日用品など
（３）法令（食品表示法、景品表示法等）に違反していない商品であること。
（４）販売催事において販売できる十分な生産量と保存期限が確保できる商品であること。
（５）応募者は、商品の販売権利を持つ者で、福井県内に活動拠点を置く小規模事業者であること。
（６）応募商品は１事業所２点までとする。
（７）全国商工会連合会のＥＣサイト「ニッポンセレクト.ｃｏｍ」への出品に対して熱意ある商品であること。（「ニッポンセレクト.ｃｏｍ」の出品費用は無料です）
５. 応募申込
（１）応募期間 ：令和元年６月３日（月）～６月２４日（月）まで
（２）申込方法 ：別紙出品申込書に必要事項を記載し、応募商品の写真を添付し、電子メールで申し込むこと。
（３）申 込 先 ：福井県商工会連合会　経営支援課
（４）出 品 料 ：無料
ただし、出品にかかる経費（評価用の試食品を含む）は応募者の負担とする。
６.認定方法
　　　専門家（バイヤー、デザイナー等）および連合会役員等の評価委員により７月中旬頃に評価会を開催し、下記の認定基準に基づき公正厳格な評価を実施の上、認定を行う。
７.認定基準
評価は、印象・外観、品質、市場性・ニーズ、福井らしさ、としての適正など商品全般にわたって行う。
（１）見た目が良く、デザインが優れているもの。
（２）ネーミングにオリジナリティがあるもの。
　　（３）品質や味覚の面で優位性があるもの。
（４）価格（コストパフォーマンス）が妥当であるもの。
　　（５）安定した生産量や販売ができ、消費者が手に入れやすいもの、もしくは取引に実績があるもの。
　　（６）こだわりのある素材等を活用し、独自性・独創性があるもの。
　　（７）福井らしさ※・郷土色が豊かであるもの。
　　（８）その他、評価委員が適当と認めるもの。
※福井らしさとは歴史、文化、伝統、技術、素材、形状、福井を連想させ認知されている商品等
を指します。
８.推奨品の表彰
　　　評価会で優良と認められたものを「福井のネクストブレイク商品」として福井県商工会連合会推奨品に認定し、表彰（認定証授与）する。
９.認定の特典
　　　広報誌またはマスコミ等を利用した商品紹介を行うほか、様々な販路開拓支援を行います。
（１）商工会ふくい１１月号にて紹介記事を掲載します。
（２）連合会が実施する商工貯蓄共済キャンペーンのプレゼント商品の採用候補になります。
（３）展示即売会を実施します。（出店・販売手数料無料）
開 催 日　令和元年１２月２４日（火）～令和２年１月６日（月）

開催場所　福井市観光物産館「福福館」
（４）県内外のバイヤー（流通関係者）向けのカタログを作成し、商品を掲載します。
　　　（平成２９年度、平成３０年度、令和元年度の認定商品を掲載）
（５）国内卸売商社等と連携し、バイヤー向けにカタログを配布及び代理営業を実施し商談機会の創
出を図ります。（代理営業等を行う際、サンプルで商品を提供していただく必要があります）
（７）当会のホームページにおいて広くＰＲします。
　　（８）推奨ステッカー３枚、推奨シール１００枚を無料進呈します。
（追加ご希望の場合は、実費相当分を負担していただきます。）
１０.認定期間
　　　認定日より１年間とする。以後自動更新。
ただし、認定商品の内容に変更が生じた場合は、速やかに内容変更申請が必要。
１１.認定の取消
（１）食品表示及び商標権等の知的財産権に関する問題等が生じたとき。
（２）認定の要件を欠くに至ったとき。
（３）認定基準に満たないと認められたとき。
（４）虚偽の申請により認定されたとき。
（５）認定品の製造又は販売を中止したとき。
（６）認定シールを不適正に使用したと認められたとき。
（７）その他、認定を取り消すに値する重大な事由が生じたとき。
１２.その他
（１）応募者が第三者の有する商標権等の知的財産権を利用する場合は、応募者の責任において必要な許可を得ること。万一、第三者から権利侵害との提訴がなされた場合、主催者側に発生した損害を含め、応募者の負担と責任において対応すること。
　　（２）推奨品に認定されない場合でも専門家によるアドバイス等を受けることができます。
（３）応募商品は、すべて現物（食品・酒・飲料については、試食・試飲を実施）により評価を行う。
　　（４）商品の搬入、搬出等の詳細については、受付期間終了後、応募者に通知する。
　　（５）販路開拓支援にあたり、商品を無償で提供していただく場合があります。

　　（６）この要領に定めるもののほか、要領の施行に関し必要な事項は県連会長が定める。
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